
独立行政法人国際協力機構

契約担当役　理事

調達管理番号

調達件名

目的

業務種別

仕様等

履行期間 2024年3月20日 ～ 2026年3月2日

選定方法

業務量（人月）想定

2023年12月5日 12時00分

プロポーザル提出期限 2023年12月15日 12時00分

その他

以上

https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1

その他詳細は企画競争説明書による

企画競争説明書配布依頼
受付期限及び方法

コンサルタント等契約-業務実施契約－【事業実施・支援業務】技術協力プロジェクト

企画競争説明書による

企画競争

公告・公示日において有効である全省庁統一資格を有すること。

日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること。

その他、企画競争説明書に記載の参加要件に該当すること。

契約事務取扱細則第４条に該当しないこと。
競争参加資格

公示

独立行政法人国際協力機構契約事務取扱細則（平成１５年細則(調)第８号）（以下「細則」という。）に基づ
き下記のとおり公示します。

2023年11月29日

23a00797

エジプト国エネルギー利用効率改善能力開発プロジェクト（Phase 2）

エジプト・アラブ共和国は2030年までに補助金の撤廃と自由化を目指しており、電気
料金の値上げによる企業の競争力及び物価上昇影響軽減のための供給側のエネルギー
効率化や省エネルギー対策が急務。政府は省エネを国家的なエネルギー政策の優先的
課題として位置付け、「国家エネルギー効率化行動計画」（2012～15年）等により、
政府全体での省エネ組織体制強化やアクションを規定済み。石油天然資源省では、石
油・ガス開発から保管等サプライチェーン上の全てを管轄し、省エネ・気候局を設立
しエネルギー多消費産業における脱炭素化の推進を図っている。JICAは省エネ政策・
制度・計画の策定能力や省エネ推進体制強化により、エネルギー多消費部門における
エネルギー利用効率の向上を目指し、「エネルギー利用効率改善能力開発プロジェク
ト」を実施済（2020年1月から2023年6月まで）。実施機関の政策策定能力や省エネ推
進体制は一定程度整備されたが、未だ技術移転の成果が完全には浸透、定着していな
かったり、更に高度で幅広い省エネ研修を実施できる研修体制の必要性が認識された
りしているなど、改めて省エネ促進を担う組織の能力強化が求められている。そのた
め、高度かつ幅広い省エネ研修施設として、既に石油省が保有・運営しているセン
ターオブエクセレンスの機能強化やエネルギー管理士制度の枠組み策定、産業界への
省エネ推進に向けた指導力強化などの側面から、省エネ担当組織ならびにエネルギー
データの責任機関として国家統計局の能力強化を図ることを目的としている。

29.15     人月

https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1
https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1
https://www2.jica.go.jp/ja/announce/index.php?contract=1

